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本来的蒙族経営における農業者に徹 してあ りたい とす

る姿勢 を保持 している。 しかしこのことは,高 地価 を

経営の地代形成力でカパーできない一面の現実 と,意

識変革を追る都市化の波 との矛盾の拡大拮抗の中で,

経営者能力 (経営権 )の 継承場面では常に問題を内包

しているものと云える。

2 資本および土地規模拡大 : 都市開発の急激な

進展 ― 地価の高水準化 ― 地価格差利用による生産

基盤の取得,移転拡大等 ― に際 して,土地を担保力

とする資金調達 と,前 向きの資金運用 (投資のタイ ミ

ングと計画性 を重視 )が 効果的に推進され,規模拡大

と経営展開を可能にした一大ポイントにもなっている。

しか し今後にあっては,土地の移動 と地価抑制に係る

土地関連諸法の強化,あ るいは時限立法である税制上

の特例 (租税特別措置法 37条 1項 5号 )の 継続如

何,さ らには代替販得対象市町村における地域農民と

の調整等,一段 と困難な事態となることが予想される。

` 
流通対応 と生産組織等との関連 : 一定規模拡

大を実現 した段階における所得拡大方途 として,生産

場面の集約化からより流通販売過程へのとり組みによ

るメリットが極めて大きな比重を占めつつあり,都市

型にあっても況外なく何らかの生産組織 一 流通関連

組織 との多元的な相互依存関係が発展のための前提 と

なっている。すなわち,大 規模経営農家 としての今後

の展望は,販売過程における操作の可能性 ― 価値実

現過程の利潤か く得如何 と,そ の定着条件の在 り方―

に係るとともに,生産流通関連組織の中にあってこれ

を指導 しつつ,自 らも先進的に組織 を活用する中核農

家 としての機能を積極的に担 うこと,そ のことがまた

都市圧対応局面からも必要条件となっていう。そのた

めには,都市化地域の中で経営類型 の 等 しい 農家 群

は,よ り広域で風人的な相互交流と,結合組織化の構

築が不可避である。
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1は じ め に

期待利益の最大化を意図 した農業経営設計 を考える

場合,そ の方法 として線型計画法による検討が比較的

多いように見受けられる。 しか し,線型理論にもとづ

く計画法は,そ の適用範囲は広 く,種 々の呼び方のも

とにそれぞれのモデルが存在 している。 したがって,

経営設計を行なうとした場合,経営主体の行動様式 ,

ないし得られた資料によっては,適用するモデルは異

なってくる。基本的な違 いは,利益係数を固定 して考

えるか,変動するものとして考えるかの問題である。

このような相異なる条件を与件 として,そ れぞれの手

法 を同一資料のもとで適用 した場合,そ れらの結果は

どうなるか,そ の計画案の比較検討を試みた。

2 計画モデルと基礎資料

一般に,農業経営計画は,確 定情報下におけるもの

と,不確定情報下におけるものとに分けられる。

経営諸条件 を 1価 の確定値 として予測することがで

きる完全知識状態のもとでは,通常の線型計画法 (L

P)が 有効に用 いられる。

利益係数 を 1価 の値 とせずに,不確定なものとした

場合には,グーム理論 (C P)や リスク・ プログラミ

ミング(R. P)な どによる接近方法がある。

グーム理論による計画モデルは,総利益係数の最大

化にとって最も不利な諸条件の実現 をさけて,獲 得で

きる総利益の最低値を最大化 しようとする。すなわち,

生産過程 を通常の線型計画モデルと同様にIE握 するが ,

各方式の利益係数を 1価 の確定値 とせずに,い くつか

の有限種類の発生型 として予測する場合のモデルであ

る。

リスタ・ プログラ ミング・ モデルは,生 産過程を 1

次不等式によって把握するが, 目的関数は 2次式であ

って,計算は煩雑になるきらいがある。このことから,

リス タを考慮 した計画法 を, 1次式のもとで取扱 う手

法が考えられている。 1つ は,利益の変動率 を考慮に

入れた計画モデル,も う 1つ は,期待利益の下方向最

大変動幅にもとづ く計画モデルである。

前者は,危険の指標 として平均偏差や標準偏差 を用

い,こ の値の最小化を目的式 とする。そ して,あ る一

定の利益総額 を条件式のなかに加え,こ れを可変する

ことにより,そ れに対応する利益変動率 をもった計画
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案を求める。

後者は,利益の変動幅 を条件式のなかに加え,変 動

幅 を可変 させなが ら最大の期待矛」益を求める。その場

合,利益変動は期待利益 を下まわる変動のみに注 目し,

期待利益 と最 低利益 との差,つ まり,下方向変動幅に

対応 した計画案 を求める。

以上の計画モデルを適用する試みに用いた基礎資料

は,北海道帯広市川西町の 1農 家における調査事例で

ある。資料の収集は1%o年から67年の 8カ 年で,利 益

係数は年次別に,労働係数は 8ヵ 年の平均で把え,こ

れをまとめたのが第 1表である。

第 1表 年次別利益係数および労働係数

3 諸手法の適用 とその比較

いずれの手法においても,制約資源は,土地 1 8ha,

各月 751時間の労働力のみとした。初期値の単体表は

それぞれに掲げるが,結果は第 6表 に一括 して表示す

る。

通常の線型計画法の単体表が第 2表である。各方式

の利益係数は 8カ 年の平均値を用いた。演算結果は,

乳牛 21頭 ,テ ンサイ Q6ha,ア ズキ 25 ha, パレイ

ショa4haの 生産で,期 待利益は 18,9万 円となって

いる。

グーム理論 による計画の単体表が第 3表 である。点

線から上の部分は利得係数で, z― wは 判別基準の行

である。結果は,乳牛 35頭 ,テ ンイ 14 ha,ア ズキ

a5ha,パ レイショ10 ha,ィ ングン19 haで ,期待利益

は 12Q8万 円となっている。土地は 42 haの 残量を生

し,通 常の L・ P解に比較 して期待利益も低下してい

るが,最 も安全で確実な利益をあげ得る計画 となる。

利益変動率 を考慮 した計画法の単体表が第 4表 であ

る。危険の指標 として利益係数の平均偏差 を用いた。

結果は,制約条件 としての期待利益を 20万 円ずつ変

化させたものである。利用畑地面積の少ない計画 Iで

はアズキのみの生産で,計画 Iで テンサイ,計画Vで

乳牛,計画Чではさらにバ レイショが加わってくる。

しか し,計画V以 降はアズキ,テ ンサイが減少 し,替

つて乳牛が増加 している。期待利益は利用畑地面積に

対応 して増加するが,偏差率は大きくなり安全性は次

第に低下している。つま り,計画 Iの 21%か ら漸次

拡大 し,計画Ⅵでは 55¢ に達 し, それだけ危険範囲

の大きくなることがわかる。

下方向最大変動幅にもとづ く計画法の単体表が第 5

表である。点線か ら上の利得係数は平均値に対する各

年の偏差値で,平均を上回っている係数はマイナス,
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注 乳牛の土地係数 は 69aでぁる。

第 2表 通常の線型計画法の単体表
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第 3表  グームの単体表

第 4表 利益変動率を考慮 した計画法の単体表

第 5表  下方向最大変動幅にもとづ く計画法の単体表
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下回っている係数はプラスの符号 となる。結果は,制
約条件 としての利益の変動幅を,最 大利益か ら 20万

円ずつ縮小させたものである。計画 Iは インイン,テ

ンサイ, アズキの生産で,計画 Ⅱではさらに乳牛,パ

レイツ
"が

加わ り,計画Ⅲ以降は乳牛が増加するのみ

で,他の方式はすべて減少 している。利益変動率の小

第 6表  演 算 結 果 の 要 約

下 方 向 最 大 変 動 幅 に

4 む  ナ  び

以上,い ずれの手法による演算 も,同 一の経営で,

しかも同一の資料による結果である。 しか し,そ の演

算結果は,計画モデルの違いによって種 々の値を示 し

ている。 したがって,そ れぞれの手法の適用は,そ の

目的によって異なることが明瞭 となっている。

通常の線型計画法は,利 益係数を確定値 として利益

最大のみを追求 した計画であ り,他 の手法は,いずれ

も利益係数 を不確定なものとした計画である。 グーム

理論による計画は,最 も安全で確実なもの となるが ,

得られる利益は最 も低いもの となっている。利益の変

さい方式の生産だけでは利益の増加は期待できず,変

動幅を大きくすることによって期待利益は増加 してい

る。最低利益は期待利益から変動幅の値を差 し引 くこ

とによって求められ,計画 mで最大 とな り,計画 V・

Vで は逆に低下する結果になっている。

法画計

動率および変動幅 を考慮 した計画法は,種 々の類型を

危険の程度によって順序づけることができる。 したが

って,危 険の水準 をどの程度に して期待利益の向上を

図るかの指標づけがなされる。

いずれの手法 を適用する場合においても,計画モデ

ル作成の資料は,よ りIE確 なもの として整えることが

先ず重要である。その上で適用す る手法は,得 られた

資料の制約や,経営主体の選好などによって異なって

こよう。ここでの試みからいえば,危 険を考慮 した計

画法に基づ いて,そ の演算結果か ら経営主体 に 計 画

(類型 )を 選択させることが望ま しいと考える。

型
法画

線
計

ゲー ム
利 益 変 動 率 を 考 慮 し た 計 画 法
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